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鹿児島県

（※については例規集登載事項）

ページ

規 則

○鹿児島県事務処理規則の一部を改正する規則（※） （人事課取扱い）１

鹿児島県事務処理規則の一部を改正する規則をここに公布する。

令和４年３月29日

鹿児島県知事 塩田康一

鹿児島県規則第31号

鹿児島県事務処理規則の一部を改正する規則

鹿児島県事務処理規則（平成５年鹿児島県規則第16号）の一部を次のように改正する。

第14条第１項の表部局長の項中「参事（本港区まちづくり担当）」を「港湾空港課長」に改

め，「港湾空港課長」を削る。

別表第４の１の項中「（次項に掲げるものを除く。）」を削り，「旅費」の次に「（次項に掲

げるものを除く。）」を加え，同表２の項中「報酬」の次に「職員手当等及び共済費」を加える。

別表第５の１の項第１号中「報酬（庶務事務システムにより処理するものを除く。） 給料

職員手当等 共済費 恩給及び退職年金」を「報酬，給料，職員手当等，共済費及び恩給又は

退職年金（次号に掲げるものを除く。）」に改め，同項第２号中「報酬」の次に「，職員手当等

及び共済費」を加え，「のうち」を「に限り，報酬にあっては」に改める。

別表第６秘書課の表中「秘書課」を「秘書課（行幸啓室を含む。）」に改め，同表１の項事務

の種類の欄中「勲章従軍記章制定の件」を「勲章制定の件」に改める。

別表第６広報課の表に次の１項を加える。

３ 薩摩大  薩摩大使 ○

使に関す の任命

る事務  薩摩大使 ○

ミーティン

グの実施

別表第６市町村課の表２の項第１号中「地域振興局長 支庁長」及び「地域振興局長及び支

庁長は，辺地対策事業債及び過疎対策事業債に係るものに限る。」を削り，同項第２号中「起債

同意（許可）予定額の通知及び」，「地域振興局長 支庁長」及び「地域振興局長及び支庁長

は，辺地対策事業債及び過疎対策事業債に係るものに限る。」を削る。

別表第６総合政策課の表３の項第１号中「企画懇談会」を「総合政策会議」に改める。

別表第６地域政策課の表４の項事務の種類の欄中「過疎地域自立促進特別措置法（平成12年

法律第15号」を「過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第19号」に

改め，同項第１号中「過疎地域自立促進方針」を「過疎地域持続的発展方針」に，「総務大臣，

農林水産大臣及び国土交通大臣」を「主務大臣」に，「５①④」を「７①④」に改め，同項第

４号中「過疎地域自立促進県計画の」を「過疎地域持続的発展県計画の決定及び」に，「７①

⑤」を「９①⑤」に改め，同号を同項第５号とし，同項第３号中「過疎地域自立促進県計画」

を「過疎地域持続的発展県計画」に，「７①⑤」を「９①⑤」に改め，同号を同項第４号とし，
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同項第２号中「過疎地域自立促進市町村計画」を「過疎地域持続的発展市町村計画の決定」に

改め，「市町村からの」を削り，「ついての決定」を「対する回答」に，「６④⑦」を「８⑦

⑩」に改め，同号を同項第３号とし，同項第１号の次に次の１号を加える。

 過疎地域持続的発 ○

展方針及び過疎地域

持続的発展県計画の

公表（法７⑤，９④

⑤）

別表第６地域政策課の表６の項事務の種類の欄及び同項第５号から第８号までの規定中「土

地対策」を「土地利用」に改め，同項第10号中「土地対策の実施」を「土地利用」に改め，同

項第11号中「土地対策」を「土地利用」に改め，同表に次の３項を加える。

12 原子力  原子力発 ○

発電施設 電施設等立

等立地地 地地域の指

域の振興 定（変更を

に関する 含む。以下

特別措置 この項中同

法（平成 じ。）に係る

12年法律 内閣総理大

第148号。 臣への申出

以下この （法３①④）

項中「法」  原子力発 ○

という。） 電施設等立

の施行に 地地域の指

関する事 定の申出に

務 係る関係市

町村長の意

見 の 聴 取

（法３②④）

 原子力発 ○

電施設等立

地地域の振

興に関する

計 画 の 案

（計画の変

更の案を含

む。以下こ

の 項 中 同

じ。）の作成

及び内閣総

理大臣への

提出（法４

①⑤）

 原子力発 ○

電施設等立

地地域の振

興に関する

計画の案の

作成に係る

関係市町村
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長及び振興

計画に基づ

く事業を行

うこととな

る者の意見

の聴取（法

４②⑤）

13 電源立  電源立地 ○

地地域等 地域等の振

の振興に 興に関する

関する事 基本方針の

務 決定

 重要電源 ○

開発地点の

指定に係る

意見の申述

 電源立地 ○

地域に関す

る各部間の

総合調整

 石油備蓄 ○

に関する各

部間の総合

調整

 石油備蓄 ○

に関する関

係機関，団

体等との連

絡調整

14 発電用  公共用施 ○

施設周辺 設整備計画

地域整備 及び利便性

法（昭和 向上等事業

49年法律 計画の作成

第78号） 及び変更並

の施行に びに主務大

関する事 臣との協議

務 （法４①⑨，

この項 10①④，政

中発電用 令７，10）

施設周辺  公共用施 ○

地域整備 設整備計画

法 を 及び利便性

「法」， 向上等事業

発電用施 計画の作成

設周辺地 及び変更に

域整備法 関する意見

施 行 令 の聴取（法

（昭和49 ４④⑨，10

年政令第 ④）
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293号 ）  発電用施 ○

を「政令」 設の設置者

という。 に対する発

電用施設関

連施設の整

備に関する

計画の提出

要求及び同

計画に関す

る意見の陳

述（法４⑤

⑨，10④）

別表第６エネルギー政策課の表を削る。

別表第６かごしまＰＲ課の表を削る。

別表第６観光課の表中「観光課」を「ＰＲ観光課」に改め，同表に次の１項を加える。

７ 県外等  ＰＲ基本 ○

への広報 戦略の策定

活動に関  ＰＲ活動 ○

する事務 年間実施計

画の策定

 ＰＲ活動 ○

に関する事

業の実施

別表第６環境林務課（地球温暖化対策室を含む。）の表８の項事務の種類の欄を次のように改

める。

８ 環境影

響評価法

（平成９

年法律第

81号）の

施行に関

する事務

この項

中環境影

響評価法

を「法」，

環境影響

評価法施

行令（平

成９年政

令第 346

号 ） を

「政令」

という。

別表第６環境林務課（地球温暖化対策室を含む。）の表８の項中第４号を削り，第３号を第４

号とし，同項第２号中「20①」の次に「，政令10②，12②」を加え，同号を同項第３号とし，

同項第１号の次に次の１号を加える。

 説明会の日時及び ○

場所についての意見

の申述（法７の２③，
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17②）

別表第６環境林務課（地球温暖化対策室を含む。）の表10の項事務の種類の欄中「法」」の次

に「，森林組合法施行令（昭和53年政令第286号）を「施行令」」を加え，「政令」」を「登

記令」」に改め，同項中第26号を第27号とし，第25号を削り，同項第24号中「議決」を「決議」

に改め，同号を同項第26号とし，同項第23号中「政令」を「登記令」に改め，同号を同項第25

号とし，同項中第22号を第24号とし，第19号から第21号までを２号ずつ繰り下げ，同項第18号

中「森林組合法施行令15」を「施行令22」に改め，同号を同項第20号とし，同項第17号中「森

林組合法施行令（昭和53年政令第286号）15」を「施行令22」に改め，同号を同項第19号とし，

同項中第16号を第17号とし，同号の次に次の１号を加える。

 森林組合の新設分 ○

割の認可又は不認可

及びその通知並びに

認可に係る報告書の

徴収及び証明（法

108の13②③〔78②，

79，80①②⑤〕）

別表第６環境林務課（地球温暖化対策室を含む。）の表10の項中第15号を第16号とし，第14号

を第15号とし，同項第13号の次に次の１号を加える。

 森林組合の吸収分 ○

割の認可又は不認可

及びその通知並びに

認可に係る報告書の

徴収及び証明（法88

の３②③〔78②，79，

80①②⑤〕）

別表第６自然保護課（奄美世界自然遺産登録推進室を含む。）の表中「自然保護課（奄美世界

自然遺産登録推進室を含む。）」を「自然保護課（奄美世界自然遺産室を含む。）」に改め，同表

３の項事務の種類の欄中「，自然公園法施行令（昭和32年政令第298号）を「政令」」を削り，

同項中第６号から第12号までを削り，第13号を第６号とし，第14号から第23号までを７号ずつ

繰り上げ，同項第24号中「国立公園事業に関する環境大臣への報告の経由又は」を削り，「若

しくは」を「又は」に改め，「，政令附則⑥Ⅴ」を削り，同号を同項第17号とし，同項第25号

を同項第18号とし，同項第26号中「若しくは環境大臣への許可の申請の経由」及び「，政令附

則⑥Ⅵ」を削り，同号を同項第19号とし，同項第27号中「又は環境大臣への届出の経由」及び

「，政令附則⑥Ⅶ」を削り，同号を同項第20号とし，同項第28号中「又は環境大臣への届出の

経由」及び「，政令附則⑥Ⅶ」を削り，同号を同項第21号とし，同項第29号中「又は環境大臣

への届出の経由」及び「，政令附則⑥Ⅶ」を削り，同号を同項第22号とし，同項中第30号を第

23号とし，第31号から第37号までを７号ずつ繰り上げ，同項第38号中「環境大臣への届出の経

由，」及び「，政令附則⑥Ⅶ」を削り，同号を同項第31号とし，同項中第39号を第32号とし，第

40号を第33号とし，同項第41号中「若しくは環境大臣への報告の経由」及び「，政令附則⑥Ⅶ」

を削り，「第26号及び第38号」を「第19号及び第31号」に改め，同号を同項第34号とし，同項

中第42号を第35号とし，第43号から第64号までを７号ずつ繰り上げ，同表９の項事務の種類の

欄中「世界自然遺産登録の推進」を「世界自然遺産」に改め，同項第１号から第５号までの規

定中「世界自然遺産登録」を「世界自然遺産」に改める。

別表第６環境保全課の表３の項事務の種類の欄を次のように改める。

３ 大気汚

染防止法

（昭和43

年法律第

97号。以

下この項
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中「法」

という。）

の施行に

関する事

務

別表第６環境保全課の表３の項第１号中「，省令９，９の３，10の３，10の６」を削り，同

項中第20号を第21号とし，第８号から第19号までを１号ずつ繰り下げ，同項第７号の次に次の

１号を加える。

 解体等工事に係る ○

調査結果の報告の処

理（法18の15⑥）

別表第６環境保全課の表４の項事務の種類の欄を次のように改める。

４ 水質汚

濁防止法

（昭和45

年法律第

138号 。

以下この

項中「法」

という。）

の施行に

関する事

務

別表第６環境保全課の表４の項第１号中「，省令６」を削り，同表10の項事務の種類の欄を

次のように改める。

10 ダイオ

キシン類

対策特別

措 置 法

（平成11

年法律第

105号 。

以下この

項中「法」

という。）

の施行に

関する事

務（廃棄

物焼却炉

に関する

事務を除

く。）

別表第６環境保全課の表10の項第１号中「，府令５」を削り，同表12の項事務の種類の欄を

次のように改める。

12 鹿児島

県公害防

止 条 例

（昭和46

年鹿児島

県条例第
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41号。以

下この項

中「条例」

という。）

の施行に

関する事

務

別表第６環境保全課の表12の項第３号中「，規則12」を削る。

別表第６かごしま材振興課の表１の項第２号中「４④⑤⑥，５」を「４⑤⑥⑦⑩⑪⑫⑬，５，

６②」に改め，同表３の項事務の種類の欄中「農林物資の規格化等に関する法律」を「日本農

林規格等に関する法律」に改め，同項中「８①，９」を「４①，５」に改め，同表４の項事務

の種類の欄中「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」を「脱炭素社会の実現

に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関する法律」に改め，同項第１号中

「公共建築物」を「建築物」に，「８①③」を「11①③」に改め，同項第２号中「公共建築物」

を「建築物」に，「８③」を「11③」に改める。

別表第６森づくり推進課の表４の項事務の種類の欄中「，鹿児島県県営林管理補助員服務要

綱（昭和40年鹿児島県告示第518号）を「管理補助員要綱」」を削り，同項中第15号から第18

号までを削り，第19号を第15号とし，第20号から第27号までを４号ずつ繰り上げる。

別表第６保健医療福祉課の表４の項第２号中「70の21③」の次に「，113⑤，115④，117②」

を加え，同項第５号中「，診療所又は助産所（以下この項中「病院等」という。）」を「等」に

改め，同項第15号中「〔７の２④〕」を削り，同項第30号中「又は」を「，」に，「若しくは」

を「又は」に改め，同項第36号中「30の３の２」を「30の３の２①」に改め，同項中第116号

を第123号とし，第108号から第115号までを７号ずつ繰り下げ，同項第107号中「診療用粒子線

照射装置届」を「診療用粒子線照射装置備付届」に改め，同号を同項第114号とし，同項中106

号を第113号とし，第94号から第105号までを７号ずつ繰り下げ，同項第93号中「変更の届出」

を「変更届」に改め，同号を同項第100号とし，同項中第92号を第95号とし，同号の次に次の

４号を加える。

 特定地域医療提供 ○

機関，連携型特定地

域医療提供機関，技

能向上集中研修機関

又は特定高度技能研

修機関の指定若しく

は更新又は業務の変

更の承認及びそれら

の公示（法113①⑥，

115④，116， 118，

119，120）

 医療機関勤務環境 ○

評価センターに対す

る報告の要求（法

113⑦，118②，119

②，120②）

 特定地域医療提供 ○

機関，連携型特定地

域医療提供機関，技

能向上集中研修機関

又は特定高度技能研

修機関の指定の取消

し及びその公示（法
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117① ③ ， 118② ，

119②，120②）

 医療機関勤務環境 ○

評価センターから通

知された評価結果の

公表（法附則111①）

別表第６保健医療福祉課の表４の項中第91号を第94号とし，第90号を第93号とし，第89号を

第92号とし，同項第88号中「徴収」を「要求」に改め，同号を同項第91号とし，同項中第87号

を第90号とし，第71号から第86号までを３号ずつ繰り下げ，同項第70号中「徴収」を「要求」

に改め，同号を同項第73号とし，同項中第69号を第72号とし，第60号から第68号までを３号ず

つ繰り下げ，同項第59号中「選任する」を「選出する」に改め，同号を同項第62号とし，同項

中第58号を第61号とし，第52号から第57号までを３号ずつ繰り下げ，同項第51号中「公的医療

機関」の次に「の開設者等」を加え，同号を同項第54号とし，同項第50号中「及び」を「並び

に」に，「並びに」を「及び」に，「30の18の２」を「30の18の４①」に改め，同号を同項第

53号とし，同項中第49号を第50号とし，同号の次に次の２号を加える。

 外来機能報告対象 ○

病院等の開設者に対

する報告又は是正の

命令及び命令に従わ

なかった場合の公表

（法30の18の２②③

〔30の13⑥〕）

 市町村等に対する ○

外来機能報告対象病

院等又は無床診療所

に関する情報の提供

の要求（法30の18の

２③〔30の13③〕，

30の18の３②〔30の

13③〕）

別表第６保健医療福祉課の表４の項中第48号を第49号とし，第47号を第48号とし，第46号を

第47号とし，同項第45号中「30の14」を「30の14①」に改め，同号を同項第46号とし，同項中

第44号を第45号とし，第37号から第43号までを１号ずつ繰り下げ，同項第36号の次に次の１号

を加える。

 医療に関する物資 ○

を重点的に活用する

外来医療等に関する

報告の処理及び公表

並びに厚生労働大臣

への情報の提供（法

30の３の２②，30の

18の２①③〔30の13

④〕，30の18の３①

②〔30の13④〕）

別表第６保健医療福祉課の表６の項第２号中「７⑤⑨⑪⑫」を「７④⑩⑪」に改め，同表７

の項第４号中「診療放射線技師免許申請書等」の次に「及び免許証」を加え，「４①」を「４

①③」に改め，同項第７号中「徴収」を「要求」に改め，同表８の項中第９号を削り，第８号

を第９号とし，第５号から第７号までを１号ずつ繰り下げ，同項第４号の次に次の１号を加え

る。

 検体検査用放射性 ○



- 9 -

鹿 児 島 県 公 報 令和４年３月29日（火）第298号の17

同位元素備付届の処

理（法20の４④）

別表第６保健医療福祉課の表８の項中第10号及び第11号を削り，第12号を第10号とし，第13

号を第11号とし，第14号を第12号とし，同表９の項第１号中「２年ごとの」を削り，同表10の

項第５号中「等」を削り，同表11の項第１号中「係る」の次に「厚生労働大臣への」を加え，

同項第６号中「徴収」を「要求」に改め，同表12の項第１号中「係る」の次に「厚生労働大臣

への」を加え，同項第６号中「徴収」を「要求」に改め，同表13の項第１号中「検察」を

「検案」に改め，同表14の項第１号中「認定及び」を「認定並びに」に，「２①Ⅱ」を「２①」

に改め，同項第２号中「認定を受けたはり師の養成施設，きゆう師の養成施設及びはり師及び

きゆう師の養成施設（以下この項中「認定養成施設」という。）」を「認定養成施設」に改め，

同項第９号中「12の３」を「12の３①」に改め，同項第12号，同表15の項第８号，同表16の項

第４号，同表17の項第４号及び同表18の項第４号中「徴収」を「要求」に改める。

別表第６社会福祉課の表１の項中第29号を第40号とし，第26号から第28号までを11号ずつ繰

り下げ，同項第25号の次に次の11号を加える。

 社会福祉連携推進 ○

認定並びにその通知

及び公示（法第127

①，129）

 社会福祉連携推進 ○

法人の定款の変更の

認可（法139①）

 社会福祉連携推進 ○

方針の変更の認定

（法140）

 社会福祉連携推進 ○

法人からの届出の処

理（法141〔46③，

46の ６ ④ ⑤ ， 47の

５〕，144〔59〕）

 社会福祉連携推進 ○

法人の代表理事の選

定及び解職の認可

（法142）

 社会福祉連携推進 ○ ○ 地域振 課長は，

法人からの報告の徴 興局長 本庁が実

収及び検査の実施 支庁 施するも

（法144〔56①〕） 長 のに限る。

 社会福祉連携推進 ○

法人に対する改善勧

告及び勧告に従わな

かった場合の公表

（法144〔56④⑤〕）

 社会福祉連携推進 ○

法人に対する改善勧

告に係る措置命令

（法144〔56⑥〕）

 社会福祉連携推進 ○

法人に対する業務の

停止命令及び役員解

職 の 勧 告 （ 法 144
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〔56⑦〕）

 社会福祉連携推進 ○

法人の社会福祉連携

推進認定の取消し及

びその公示並びに当

該社会福祉連携推進

法人の名称変更の登

記の嘱託（法145①

②③⑤〔公益社団法

人及び公益財団法人

の認定等に関する法

律（平成18年法律第

49号）29⑥⑦〕）

 認定取消法人に対 ○

する社会福祉連携推

進目的取得財産残額

及び当該社会福祉連

携推進目的取得財産

残額又はその一部に

相当する額の金銭の

贈与に係る契約成立

の通知（法146④）

別表第６健康増進課の表５の項第４号中「19の４」を「19の５」に改め，同表６の項から８

の項までを次のように改める。

６ 感染症  予防計画 ○

の予防及 の策定及び

び感染症 変更（法10

の患者に ①④）

対する医  患者が管 ○

療に関す 轄区域外居

る 法 律 住者の場合

（平成10 における居

年法律第 住地を管轄

114号 ） する都道府

の施行に 県知事への

関する事 通報（新型

務 コロナウイ

この項 ルス感染症

中感染症 に係るもの

の予防及 を 除 く 。）

び感染症 （法12③）

の患者に  感染動物 ○

対する医 が管轄区域

療に関す 外で飼育さ

る法律を れていた場

「法」， 合における

感染症の 飼育されて

予防及び いたところ

感染症の を管轄する

患者に対 都道府県知
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する医療 事への通報

に関する （法13④）

法律施行  指定届出 ○

規則（平 機関の指定

成10年厚 又は指定の

生省令第 取消し（法

99号）を 14①⑤）

「省令」  指定提出 ○

という。 機関の指定

又は指定の

取消し（法

14の２①⑦）

 患者等に ○ 保健所

対する質問 長

又 は 調 査

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものを除

く。）（法15

①③，35①）

 患者等に ○ 保健所

対する質問 長

又は調査に

応ずべき旨

の命令（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のを除く。）

（法15⑧）

 感染症の ○

発生の状況，

動向及び原

因の調査の

ための他の

都道府県知

事又は厚生

労働大臣へ

の協力依頼

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものを除

く。）（法15

⑰）

 検疫所長 ○ 保健所

からの通知 長

に基づく関

係者に対す
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る質問又は

調査（新型

コロナウイ

ルス感染症

に係るもの

を 除 く 。）

（法15の２

①，15の３

①②）

 質問又は ○

調査結果の

厚生労働大

臣への報告

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものを除

く。）（法15

の２②，15

の３②③）

 感染症に ○ ○ 環境保 環境保

関する情報 健セン 健セン

の公表（新 ター所 ター所

型コロナウ 長 長は，

イルス感染 感染症

症に係るも 発生動

のを除く。） 向調査

（法16①） 事業実

施要綱

（平成

11年 3

月19日

付け健

医発第

4 5 8号

厚生省

保健医

療局長

通知）

に基づ

く事務

に 限

る。

 医師，医 ○ 保健所

療機関その 長

他の医療関

係者等に対

する協力依

頼及び勧告

並びにその
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勧告に従わ

なかった旨

の公表（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のを除く。）

（法16の２）

 検体の採 ○ 保健所

取等に関す 長

る勧告又は

措置（新型

コロナウイ

ルス感染症

に係るもの

を 除 く 。）

（法16の３

①③）

 検査等の ○

実施のため

の他の都道

府県知事又

は厚生労働

大臣への協

力依頼（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のを除く。）

（法16の３

⑩，26の３

⑧，26の４

⑧）

 患者に対 ○ 保健所

する健康診 長

断の勧告又

は措置（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のを除く。）

（法17）

 患者に対 ○ 保健所

する就業制 長

限（新型コ

ロナウイル

ス感染症に

係るものを

除く。）（法

18①）
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 患者又は ○ 保健所

その保護者 長

に対する届

出内容の通

知（新型コ

ロナウイル

ス感染症に

係るものを

除く。）（法

18①）

 患者等か ○ 保健所

らの求めが 長

あった場合

における病

原体を保有

しているか

どうかの確

認（新型コ

ロナウイル

ス感染症に

係るものを

除く。）（法

18④，22④）

 就業制限 ○ 保健所

に関する感 長

染症の診査

に関する協

議会への諮

問又は報告

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものを除

く。）（法18

⑤⑥）

 患者に対 ○ 保健所

する入院の 長

勧告又は措

置（新型コ

ロナウイル

ス感染症に

係るものを

除く。）（法

19①②③⑤）

 入院に関 ○ 保健所

する感染症 長

の診査に関

する協議会

へ の 報 告

（新型コロ
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ナウイルス

感染症に係

るものを除

く。）（法19

⑦）

 患者に対 ○ 保健所

する入院延 長

長の勧告又

は措置（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のを除く。）

（法20①②

③④⑥）

 入院延長 ○ 保健所

に関する感 長

染症の診査

に関する協

議会への諮

問（新型コ

ロナウイル

ス感染症に

係るものを

除く。）（法

20⑤）

 患者の移 ○ 保健所

送（新型コ 長

ロナウイル

ス感染症に

係るものを

除く。）（法

21）

 患者の退 ○ 保健所

院（新型コ 長

ロナウイル

ス感染症に

係るものを

除く。）（法

22）

 苦情の申 ○ 保健所

出者への通 長

知（新型コ

ロナウイル

ス感染症に

係るものを

除く。）（法

24の２③）

 入院患者 ○

等からの審
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査請求の厚

生労働大臣

へ の 移 送

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものを除

く。）（法25

④）

 検体等の ○ 保健所

収去及び採 長

取に関する

命令又は措

置（新型コ

ロナウイル

ス感染症に

係るものを

除く。）（法

26の３①③，

26の４①③）

 消毒の命 ○ 保健所

令又は指示 長

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものを除

く。）（法27）

 ねずみ族， ○ 保健所

昆虫等の駆 長

除の命令又

は指示（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のを除く。）

（法28）

 物件に係 ○ 保健所

る措置（新 長

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のを除く。）

（法29）

 死体の移 ○ 保健所

動の制限等 長

の指示又は

埋葬の許可

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係
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るものを除

く。）（法30）

 生活の用 ○

に供される

水の使用制

限等の命令

（法31①）

 市町村に ○

対する生活

の用に供さ

れる水の供

給 の 指 示

（法31②）

 建物への ○

立ち入り制

限等の指示

（法32）

 交通の制 ○

限又は遮断

の指示（法

33）

 汚染され ○ 保健所

た場所等へ 長

の立入検査

の実施（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のを除く。）

（法35①）

 医療費の ○ 保健所

負担の決定 長

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものを除

く。）（法37）

 結核患者 ○ 保健所

の医療費の 長

負担の決定

及びそれに

関する感染

症の診査に

関する協議

会への諮問

（法37の２

①③）

 感染症指 ○ ○ 保健所 保健所

定医療機関 長 長は，

の指定，指 結核指
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導及び指定 定医療

の 取 消 し 機関に

（法38②⑤ 係る事

⑥⑦⑨） 務に限

る。

 感染症指 ○

定医療機関

に支払う診

療報酬の額

の決定及び

それに係る

意見の聴取

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものを除

く。）（法40

③⑤）

 感染症指 ○

定医療機関

に対する診

療報酬の支

払に関する

事務の委託

の決定（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のを除く。）

（法40⑥）

 感染症の ○

患者が，緊

急やむを得

ない理由に

より，感染

症指定医療

機関以外の

病院等に入

院した場合

等の医療に

要した費用

の支給の決

定（新型コ

ロナウイル

ス感染症に

係るものを

除く。）（法

42）

 感染症指 ○ 保健所

定医療機関 長
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の管理者か

らの報告の

徴収及び診

療録その他

の帳簿書類

の検査の実

施（新型コ

ロナウイル

ス感染症に

係るものを

除く。）（法

43①）

 感染症指 ○

定医療機関

に対する診

療報酬の支

払の一時差

し止め（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のを除く。）

（法43②）

 感染を防 ○

止するため

の新型イン

フルエンザ

等感染症及

び新感染症

の疑いがあ

る者への報

告又は協力

依頼（新型

コロナウイ

ルス感染症

に係るもの

を 除 く 。）

（法44の３

①②，50の

２①②）

 新感染症 ○

に係る検体

の採取等の

勧告又は措

置（法44の

７①③）

 新感染症 ○

に係る検査

実施のため

の他の都道
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府県知事又

は厚生労働

大臣への協

力依頼（法

44の７⑧）

 新感染症 ○

に係る健康

診断の勧告

又 は 措 置

（法45①②）

 新感染症 ○

の所見があ

る者への入

院の勧告，

措置又は入

院延長の措

置（法46①

②④⑤）

 新感染症 ○

の発生の予

防及びまん

延防止の措

置の命令又

は指示（法

50①）

 新感染症 ○

の発生の予

防及びまん

延の防止の

ための交通

の制限又は

遮断の指示

（法50①）

 保健所を ○

設置する市

の定期の健

康診断につ

いての指示

（法53の２

③）

 結核患者 ○ 保健所

の届出の通 長

知（法53の

10）

 患者票の ○ 保健所

交付及びそ 長

の返納の処

理（省令20

の３③⑥）

 医療を受 ○ 保健所
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ける病院又 長

は診療所を

変更した場

合の届出の

処理（省令

20の３⑤）

７ 予防接  鹿児島市 ○

種法（昭 に対する定

和23年法 期の予防接

律第68号） 種 の 指 示

の施行に （法５）

関する事  臨時の予 ○

務 防接種の実

この項 施及びそれ

中予防接 に係る告示

種 法 を 並びに市町

「法」， 村長に対す

予防接種 る実施の指

法施行細 示（新型コ

則（昭和 ロナウイル

33年鹿児 ス感染症に

島県規則 係るものを

第59号） 除く。）（法

を「規則」 ６，規則５）

という。  予防接種 ○

施行計画の

策定（新型

コロナウイ

ルス感染症

に係るもの

を 除 く 。）

（規則１）

８ 新型イ  指定地方 ○

ンフルエ 公共機関の

ンザ等対 指定（法２

策特別措 Ⅷ）

置法（平  新型イン ○

成24年法 フルエンザ

律第31号。 等対策の実

以下この 施に関する

項中「法」 計画の作成

という。） 及 び 変 更

の施行に （新型コロ

関する事 ナウイルス

務 感染症に係

るものを除

く。）（法７

①⑨）

 市町村行 ○

動計画の作
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成又は変更

に係る市町

村長からの

報告の受理

及びそれに

係る助言又

は勧告（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のを除く。）

（法８⑤⑧）

 新型イン ○

フルエンザ

等対策に関

する業務計

画の作成の

報告の受理

及びそれに

係 る 助 言

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものを除

く。）（法９

③）

 県新型イ ○

ンフルエン

ザ等対策本

部 の 設 置

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものを除

く。）（法22

①）

 患者等に ○

対する医療

の提供又は

特定接種の

実施に係る

医療関係者

への要請及

び指示（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のを除く。）

（法31①②

③）
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 臨時の医 ○

療施設にお

ける医療の

提供（新型

コロナウイ

ルス感染症

に係るもの

を 除 く 。）

（法31の２

①）

 臨時の医 ○

療施設にお

ける医療の

提供の実施

に関する事

務の一部を

市町村長が

行うことと

することの

決定（新型

コロナウイ

ルス感染症

に係るもの

を 除 く 。）

（法31の２

②）

 臨時の医 ○

療施設の開

設のための

土地等の使

用（新型コ

ロナウイル

ス感染症に

係るものを

除く。）（法

31の３，49）

 新型イン ○

フルエンザ

等のまん延

防止のため

の措置を要

する業態の

事業を行う

者に対する

重点地区に

おける当該

措置の要請

及び命令並

びにその旨

の公表（新
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型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のを除く。）

（法31の６

①③⑤）

 重点区域 ○

の住民に対

する新型イ

ンフルエン

ザ等の感染

防止のため

の協力要請

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものを除

く。）（法31

の６②）

 重点区域 ○

における新

型インフル

エンザ等の

まん延の防

止のための

協力要請等

に係る学識

経験者等へ

の意見の聴

取（新型コ

ロナウイル

ス感染症に

係るものを

除く。）（法

31の６④）

 特定市町 ○

村長が実施

すべき新型

インフルエ

ンザ等緊急

事態措置の

全部又は一

部の代行及

びその旨の

公示（新型

コロナウイ

ルス感染症

に係るもの

を 除 く 。）

（法38②③）
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 新型イン ○

フルエンザ

等緊急事態

措置の実施

についての

他の都道府

県知事等に

対する応援

の要求（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のを除く。）

（法39①）

 新型イン ○

フルエンザ

等緊急事態

措置の実施

についての

指定行政機

関の長等に

対する職員

の派遣の要

請（新型コ

ロナウイル

ス感染症に

係るものを

除く。）（法

42①）

 住民に対 ○

する感染防

止のための

協 力 要 請

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものを除

く。）（法45

①）

 施設管理 ○

者等に対す

る感染防止

のための措

置の要請及

び命令並び

にその旨の

公表（新型

コロナウイ

ルス感染症

に係るもの
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を 除 く 。）

（法45②③

⑤）

 感染防止 ○

のための協

力要請等に

係る学識経

験者等への

意見の聴取

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものを除

く。）（法45

④）

 指定行政 ○

機関の長等

に対する物

資又は資材

の供給のた

めの措置の

要請（新型

コロナウイ

ルス感染症

に係るもの

を 除 く 。）

（法50）

 指定公共 ○

機関等に対

する緊急物

資等の運送

等の要請及

び指示（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のを除く。）

（法54）

 特定物資 ○

の所有者に

対する売渡

しの要請及

び収用（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のを除く。）

（法55①②）

 特定物資 ○

の生産等を
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業とする者

に対する保

管命令（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のを除く。）

（法55③）

 指定行政 ○

機関等の長

に対する特

定物資の売

渡し等の措

置 の 要 請

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものを除

く。）（法55

④）

 埋葬又は ○

火葬の実施

に関する事

務の一部を

特定市町村

長が行うこ

ととするこ

と の 決 定

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものを除

く。）（法56

③）

 新型イン ○

フルエンザ

等のまん延

防止等の措

置の実施に

ついての土

地等への立

入検査の実

施（新型コ

ロナウイル

ス感染症に

係るものを

除く。）（法

72①②）

別表第６健康増進課の表の次に次の２表を加える。

新型コロナウイルス感染症感染防止対策課
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決 裁 区 分

受

知 専 決 者 任

合議 者
事務の種類 事 項 所長名 備 考

先 副 部 課 課 係 所 所

長
知

事 補

事 長 長 佐 長 長 長

１ 感染症  患者が管 ○

の予防及 轄区域外居

び感染症 住者の場合

の患者に における居

対する医 住地を管轄

療に関す する都道府

る 法 律 県知事への

（平成10 通報（新型

年法律第 コロナウイ

114号） ルス感染症

の施行に に係るもの

関する事 に 限 る 。）

務 （法12③）

この項  患者等に ○ 保健所

中感染症 対する質問 長

の予防及 又 は 調 査

び感染症 （新型コロ

の患者に ナウイルス

対する医 感染症に係

療に関す るものに限

る法律を る。）（法15

「法」と ①③，35①）

いう。  患者等に ○ 保健所

対する質問 長

又は調査に

応ずべき旨

の命令（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のに限る。）

（法15⑧）

 感染症の ○

発生の状況，

動向及び原

因の調査の

ための他の

都道府県知

事又は厚生

労働大臣へ

の協力依頼
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（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものに限

る。）（法15

⑰）

 検疫所長 ○ 保健所

からの通知 長

に基づく関

係者に対す

る質問又は

調査（新型

コロナウイ

ルス感染症

に係るもの

に 限 る 。）

（法15の２

①，15の３

①②）

 質問又は ○

調査結果の

厚生労働大

臣への報告

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものに限

る。）（法15

の２②，15

の３②③）

 感染症に ○ ○ 環境保 環境保

関する情報 健セン 健セン

の公表（新 ター所 ター所

型コロナウ 長 長は，

イルス感染 感染症

症に係るも 発生動

のに限る。） 向調査

（法16①） 事業実

施要綱

（平成

11年３

月19日

付け健

医発第

4 5 8号

厚生省

保健医

療局長

通知）

に基づ
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く事務

に 限

る。

 医師，医 ○ 保健所

療機関その 長

他の医療関

係者等に対

する協力依

頼及び勧告

並びにその

勧告に従わ

なかった旨

の公表（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のに限る。）

（法16の２）

 検体の採 ○ 保健所

取等に関す 長

る勧告又は

措置（新型

コロナウイ

ルス感染症

に係るもの

に 限 る 。）

（法16の３

①③）

 検査等の ○

実施のため

の他の都道

府県知事又

は厚生労働

大臣への協

力依頼（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のに限る。）

（法16の３

⑩，26の３

⑧，26の４

⑧）

 患者に対 ○ 保健所

する健康診 長

断の勧告又

は措置（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも
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のに限る。）

（法17）

 患者に対 ○ 保健所

する就業制 長

限（新型コ

ロナウイル

ス感染症に

係るものに

限る。）（法

18①）

 患者又は ○ 保健所

その保護者 長

に対する届

出内容の通

知（新型コ

ロナウイル

ス感染症に

係るものに

限る。）（法

18①）

 患者等か ○ 保健所

らの求めが 長

あった場合

における病

原体を保有

しているか

どうかの確

認（新型コ

ロナウイル

ス感染症に

係るものに

限る。）（法

18④，22④）

 就業制限 ○ 保健所

に関する感 長

染症の診査

に関する協

議会への諮

問又は報告

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものに限

る。）（法18

⑤⑥）

 検体等の ○ 保健所

収去及び採 長

取に関する

命令又は措

置（新型コ
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ロナウイル

ス感染症に

係るものに

限る。）（法

26の３①③，

26の４①③）

 消毒の命 ○ 保健所

令又は指示 長

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものに限

る。）（法27）

 ねずみ族， ○ 保健所

昆虫等の駆 長

除の命令又

は指示（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のに限る。）

（法28）

 物件に係 ○ 保健所

る措置（新 長

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のに限る。）

（法29）

 死体の移 ○ 保健所

動の制限等 長

の指示又は

埋葬の許可

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものに限

る。）（法30）

 汚染され ○ 保健所

た場所等へ 長

の立入検査

の実施（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のに限る。）

（法35①）

２ 予防接  臨時の予 ○

種法（昭 防接種の実

和23年法 施及びそれ
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律第68号） に係る告示

の施行に 並びに市町

関する事 村長に対す

務 る実施の指

この項 示（新型コ

中予防接 ロナウイル

種 法 を ス感染症に

「法」， 係るものに

予防接種 限る。）（法

法施行細 ６，規則５）

則（昭和  予防接種 ○

33年鹿児 施行計画の

島県規則 策定（新型

第59号） コロナウイ

を「規則」 ルス感染症

という。 に係るもの

に 限 る 。）

（規則１）

３ 新型イ  新型イン ○

ンフルエ フルエンザ

ンザ等対 等対策の実

策特別措 施に関する

置法（平 計画の作成

成24年法 及 び 変 更

律第31号。 （新型コロ

以下この ナウイルス

項中「法」 感染症に係

という。） るものに限

の施行に る。）（法７

関する事 ①⑨）

務  市町村行 ○

動計画の作

成又は変更

に係る市町

村長からの

報告の受理

及びそれに

係る助言又

は勧告（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のに限る。）

（法８⑤⑧）

 新型イン ○

フルエンザ

等対策に関

する業務計

画の作成の

報告の受理
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及びそれに

係 る 助 言

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものに限

る。）（法９

③）

 県新型イ ○

ンフルエン

ザ等対策本

部 の 設 置

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものに限

る。）（法22

①）

 患者等に ○

対する特定

接種の実施

に係る医療

関係者への

要請及び指

示（新型コ

ロナウイル

ス感染症に

係るものに

限る。）（法

31①②③）

 新型イン ○

フルエンザ

等のまん延

防止のため

の措置を要

する業態の

事業を行う

者に対する

重点地区に

おける当該

措置の要請，

命令及びそ

の旨の公表

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものに限

る。）（法31

の６①③⑤）

 重点区域 ○
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の住民に対

する新型イ

ンフルエン

ザ等の感染

防止のため

の協力の要

請（新型コ

ロナウイル

ス感染症に

係るものに

限る。）（法

31の６②）

 重点区域 ○

における新

型インフル

エンザ等の

まん延の防

止のための

協力要請等

に係る学識

経験者等へ

の意見の聴

取（新型コ

ロナウイル

ス感染症に

係るものに

限る。）（法

31の６④）

 特定市町 ○

村長が実施

すべき新型

インフルエ

ンザ等緊急

事態措置の

全部又は一

部の代行及

びその旨の

公示（新型

コロナウイ

ルス感染症

に係るもの

に 限 る 。）

（法38②③）

 新型イン ○

フルエンザ

等緊急事態

措置の実施

についての

他の都道府

県知事等に
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対する応援

の要求（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のに限る。）

（法39①）

 新型イン ○

フルエンザ

等緊急事態

措置の実施

についての

指定行政機

関の長等に

対する職員

の派遣の要

請（新型コ

ロナウイル

ス感染症に

係るものに

限る。）（法

42①）

 住民に対 ○

する感染防

止のための

協 力 要 請

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものに限

る。）（法45

①）

 施設管理 ○

者等に対す

る感染防止

のための措

置の要請及

び命令並び

にその旨の

公表（新型

コロナウイ

ルス感染症

に係るもの

に 限 る 。）

（法45②③

⑤）

 感染防止 ○

のための協

力要請等に

係る学識経
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験者等への

意見の聴取

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものに限

る。）（法45

④）

 指定行政 ○

機関の長等

に対する物

資又は資材

の供給のた

めの措置の

要請（新型

コロナウイ

ルス感染症

に係るもの

に 限 る 。）

（法50）

 指定公共 ○

機関等に対

する緊急物

資等の運送

等の要請及

び指示（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のに限る。）

（法54）

 特定物資 ○

の所有者に

対する売渡

しの要請及

び収用（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のに限る。）

（法55①②）

 特定物資 ○

の生産等を

業とする者

に対する保

管命令（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のに限る。）
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（法55③）

 指定行政 ○

機関等の長

に対する特

定物資の売

渡し等の措

置 の 要 請

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものに限

る。）（法55

④）

 埋葬又は ○

火葬の実施

に関する事

務の一部を

特定市町村

長が行うこ

ととするこ

と の 決 定

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものに限

る。）（法56

③）

 新型イン ○

フルエンザ

等のまん延

防止等の措

置の実施に

ついての土

地等への立

入検査の実

施（新型コ

ロナウイル

ス感染症に

係るものに

限る。）（法

72①②）

新型コロナウイルス感染症療養調整課

決 裁 区 分

受

知 専 決 者 任

合議 者
事務の種類 事 項 所長名 備 考

先 副 部 課 課 係 所 所

長
知

事 補

事 長 長 佐 長 長 長
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１ 感染症  患者に対 ○ 保健所

の予防及 する入院の 長

び感染症 勧告又は措

の患者に 置（新型コ

対する医 ロナウイル

療に関す ス感染症に

る 法 律 係るものに

（平成10 限る。）（法

年法律第 19①②③⑤，

114号） 26②）

の施行に  入院に関 ○ 保健所

関する事 する感染症 長

務 の診査に関

この項 する協議会

中感染症 へ の 報 告

の予防及 （新型コロ

び感染症 ナウイルス

の患者に 感染症に係

対する医 るものに限

療に関す る。）（法19

る法律を ⑦，26②）

「法」と  患者に対 ○ 保健所

いう。 する入院延 長

長の勧告又

は措置（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のに限る。）

（法20①②

③④⑥，26

②）

 入院延長 ○ 保健所

に関する感 長

染症の診査

に関する協

議会への諮

問（新型コ

ロナウイル

ス感染症に

係るものに

限る。）（法

20⑤，26②）

 患者の移 ○ 保健所

送（新型コ 長

ロナウイル

ス感染症に

係るものに

限る。）（法

21，26②）
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 患者の退 ○ 保健所

院（新型コ 長

ロナウイル

ス感染症に

係るものに

限る。）（法

22，26②）

 苦情の申 ○ 保健所

出者への通 長

知（新型コ

ロナウイル

ス感染症に

係るものに

限る。）（法

24の２③，

26②）

 入院患者 ○

等からの審

査請求の厚

生労働大臣

へ の 移 送

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものに限

る。）（法25

④，26②）

 医療費の ○ 保健所

負担の決定 長

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものに限

る。）（法37）

 感染症指 ○

定医療機関

に支払う診

療報酬の額

の決定及び

それに係る

意見の聴取

（新型コロ

ナウイルス

感染症に係

るものに限

る。）（法40

③⑤）

 感染症指 ○

定医療機関

に対する診
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療報酬の支

払に関する

事務の委託

の決定（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも

のに限る。）

（法40⑥）

 感染症の ○

患者が，緊

急やむを得

ない理由に

より，感染

症指定医療

機関以外の

病院等に入

院した場合

等の医療に

要した費用

の支給の決

定（新型コ

ロナウイル

ス感染症に

係るものに

限る。）（法

42）

 感染症指 ○ 保健所

定医療機関 長

の管理者か

らの報告の

徴収及び診

療録その他

の帳簿書類

の検査の実

施（新型コ

ロナウイル

ス感染症に

係るものに

限る。）（法

43①）

 感染症指 ○

定医療機関

に対する診

療報酬の支

払の一時差

し止め（新

型コロナウ

イルス感染

症に係るも
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のに限る。）

（法43②）

 新型イン ○

フルエンザ

等感染症の

疑いがある

者への報告

又は協力依

頼（新型コ

ロナウイル

ス感染症に

係るものに

限る。）（法

44の３①②）

２ 新型イ  患者等に ○

ンフルエ 対する医療

ンザ等対 の提供に係

策特別措 る医療関係

置法（平 者への要請

成24年法 及 び 指 示

律第31号。 （新型コロ

以下この ナウイルス

項中「法」 感染症に係

という。） るものに限

の施行に る。）（法31

関する事 ①②③）

務  臨時の医 ○

療施設にお

ける医療の

提供（新型

コロナウイ

ルス感染症

に係るもの

に 限 る 。）

（法31の２

①）

 臨時の医 ○

療施設にお

ける医療の

提供の実施

に関する事

務の一部を

市町村長が

行うことと

することの

決定（新型

コロナウイ

ルス感染症

に係るもの

に 限 る 。）
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（法31の２

②）

 臨時の医 ○

療施設の開

設のための

土地等の使

用（新型コ

ロナウイル

ス感染症に

係るものに

限る。）（法

31の３，49）

別表第６生活衛生課の表３の項第２号中「ふぐ調理師」を「ふぐ処理師」に改め，同項第３

号中「ふぐ調理師名簿」を「ふぐ処理師名簿」に改め，同項第４号中「ふぐ調理師免許証」を

「ふぐ処理師免許証」に，「８②③」を「８②③⑤」に改め，同項第５号及び第６号を次のよ

うに改める。

 ふぐ処理師免許証 ○

の回収（条例８④，

９③）

 ふぐ処理師の免許 ○

の取消し及び業務の

停止（条例９①②）

別表第６生活衛生課の表３の項第７号中「ふぐ調理師試験」を「ふぐ処理師試験」に改め，

同項第８号中「ふぐ調理師から」を「ふく処理師からの」に改め，同項第９号から第12号まで

を次のように改める。

 営業者からの届出 ○

の処理（条例14の２

①）

 営業届出済証の交 ○

付，再交付及び書換

え（条例14の２②，

14の３①④）

 ふぐ処理師試験受 ○

験願書等の処理（規

則８）

 ふぐ処理師試験合 ○

格証の交付（規則９）

別表第６生活衛生課の表23の項第３号中「食品関連事業者」の次に「等」を加え，同項第５

号中「受理」を「処理」に改め，同号を同項第６号とし，同項第４号の次に次の１号を加える。

 食品関連事業者等 ○ ○ 保健所 保健所長

からの食品の回収状 長 は，届出

況の届出の処理及び の処理に

その旨の公表並びに 限る。

消費者庁長官への報

告（法10の２，政令

７①Ⅶ③）

別表第６生活衛生課の表に次の１項を加える。

26 愛玩動  愛玩動物 ○

物看護師 看護師養成

法（令和 所の指定及
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元年法律 びその取消

第50号） し（法31Ⅱ，

の施行に 附則２Ⅰハ

関する事 ニ，省令７，

務 附則４）

この項  指定養成 ○

中愛玩動 所の指定に

物看護師 係る変更の

法 を 承認及び届

「法」， 出 の 処 理

愛玩動物 （省令３①

看護師養 ③）

成所指定  指定養成 ○

規則（令 所の設置者

和３年農 からの報告

林水産省 の処理（省

・環境省 令５）

令第７号）  指定養成 ○

を「省令」 所の設置者

という。 等からの報

告の徴収及

び当該設置

者等に対す

る指示（省

令６）

別表第６薬務課の表１の項中第70号を第76号とし，第67号から第69号までを６号ずつ繰り下

げ，同項第66号中「２」を「２の13」に改め，同号を同項第72号とし，同項第65号中「１の８」

を「２の６，２の11」に改め，「，43の14」を削り，同号を同項第71号とし，同項第64号中

「再交付」の次に「並びに大臣の許可証等の経由」を加え，「１の５，１の６」を「２の３，

２の４」に改め，「13」の次に「，16の４，16の５，26の４，26の５」を加え，同号を同項第

69号とし，同号の次に次の１号を加える。

 地域連携薬局等の ○

認定証の書換え交付

及び再交付（政令２

の８，２の９）

別表第６薬務課の表１の項中第63号を第68号とし，第37号から第62号までを５号ずつ繰り下

げ，同項第36号中「40の５④」を「40の５⑥」に改め，同号を同項第41号とし，同項第35号を

同項第40号とし，同項第34号中「40の２①②③⑤」を「40の２①②④⑦」に改め，同号を同項

第39号とし，同項第33号を同項第38号とし，同項第32号中「39①②④」を「39①②⑥」に改め，

同号を同項第37号とし，同項中第31号を第36号とし，第15号から第30号までを５号ずつ繰り下

げ，同項第14号中「掲げる医薬品」の次に「を除く医薬品」を加え，「，化粧品又は医療機器

（厚生労働大臣が指定するものを除く。）」を削り，「14⑦⑬」を「14⑦⑮」に改め，同号を同

項第17号とし，同号の次に次の２号を加える。

 政令第80条第２項 ○

第７号イ，ロ，ニ及

びホに掲げる医薬品

を除く医薬品（体外

診断用医薬品を除

く。）又は医薬部外品

の製造工程の区分ご
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とに製造管理又は品

質管理の方法が基準

に適合しているかど

うかの書面又は実地

の調査及び基準確認

証の交付（法14の２

②③，政令80②Ⅶ）

 政令第80条第２項 ○

第７号イからホまで

に掲げる医薬品を除

く医薬品(体外診断

用医薬品を除く。）又

は医薬部外品であっ

て，変更計画に従っ

て変更を行うものの

製造業者の製造管理

又は品質管理の方法

が基準に適合してい

るかどうかの書面又

は実地の調査（法14

の７の２③④，政令

80②Ⅶ）

別表第６薬務課の表１の項第13号中「14①⑬⑭」を「14①⑮⑯」に改め，同号を同項第16号

とし，同項第12号中「14①⑬⑭」を「14①⑮⑯」に改め，同号を同項第15号とし，同項第11号

中「13①③⑥」を「13①④⑧」に改め，同号を同項第13号とし，同号の次に次の１号を加える。

 政令第80条第２項 ○

第３号イからニまで

に掲げる医薬品を除

く医薬品(体外診断

用医薬品を除く。），

医薬部外品又は化粧

品の保管のみを行う

製造所の登録及び登

録の更新(法13の２

の２①④，政令80②

Ⅲ)

別表第６薬務課の表１の項第10号中「13③」を「13④」に改め，同号を同項第12号とし，同

項中第９号を第11号とし，第８号を第10号とし，同項第７号中「12②」を「12④」に改め，同

号を同項第９号とし，同項中第６号を第８号とし，第５号を第７号とし，第４号を第６号とし，

同項第３号中「７③」を「７④」に，「17④，23の２の14⑥」を「17⑧，23の２の14⑬」に改

め，同号を同項第５号とし，同項第２号の次に次の２号を加える。

 地域連携薬局の認 ○

定及び認定の更新

（法６の２①④）

 専門医療機関連携 ○

薬局の認定及び認定

の更新（法６の３①

⑤）

別表第６子ども家庭課の表１の項中第23号を第34号とし，同項第22号の次に次の11号を加え

る。
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 社会福祉連携推進 ○

認定並びにその通知

及び公示（法第127

①，129）

 社会福祉連携推進 ○

法人の定款の変更の

認可（法139①）

 社会福祉連携推進 ○

方針の変更の認定

（法140）

 社会福祉連携推進 ○

法人からの届出の処

理（法141〔46③，

46の ６ ④ ⑤ ， 47の

５〕，144〔59〕）

 社会福祉連携推進 ○

法人の代表理事の選

定及び解職の認可

（法142）

 社会福祉連携推進 ○ ○ 地域振 課長は，

法人からの報告の徴 興局長 本庁が実

収及び検査の実施 支庁 施するも

（法144〔56①〕） 長 のに限る。

 社会福祉連携推進 ○

法人に対する改善勧

告及び勧告に従わな

かった場合の公表

（法144〔56④⑤〕）

 社会福祉連携推進 ○

法人に対する改善勧

告に係る措置命令

（法144〔56⑥〕）

 社会福祉連携推進 ○

法人に対する業務の

停止命令及び役員解

職 の 勧 告 （ 法 1 4 4

〔56⑦〕）

 社会福祉連携推進 ○

法人の社会福祉連携

推進認定の取消し及

びその公示並びに当

該社会福祉連携推進

法人の名称変更の登

記の嘱託（法145①

②③⑤〔公益社団法

人及び公益財団法人

の認定等に関する法

律（平成18年法律第

49号）29⑥⑦〕）
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 認定取消法人に対 ○

する社会福祉連携推

進目的取得財産残額

及び当該社会福祉連

携推進目的取得財産

残額又はその一部に

相当する額の金銭の

贈与に係る契約成立

の通知（法146④）

別表第６子ども家庭課の表５の項事務の種類の欄中「，鹿児島県ひとり親家庭高等学校卒業

程度認定試験合格支援事業実施要綱（平成28年６月１日制定）を「要綱」」を削り，同項第４

号中「８⑤，31の６⑤，37⑤」を「８⑥，31の６⑥，37⑥」に改め，同項第24号及び第25号を

削る。

別表第６子育て支援課の表１の項第７号中「地域振興局長及び支庁長は，児童福祉施設を経

営する法人（中核市に主たる事務所を有する法人を除く。）」を「課長は，本庁が実施するもの」

に改め，同項中第20号を第31号とし，同項第19号の次に次の11号を加える。

 社会福祉連携推進 ○

認定並びにその通知

及び公示（法第127①，

129）

 社会福祉連携推進 ○

法人の定款の変更の

認可（法139①）

 社会福祉連携推進 ○

方 針 の 変 更 の 認 定

（法140）

 社会福祉連携推進 ○

法人からの届出の処

理（法141〔46③，46

の６④⑤，47の５〕，

144〔59〕）

 社会福祉連携推進 ○

法人の代表理事の選

定及び解職の認可

（法142）

 社会福祉連携推進 ○ ○ 地域振 課長は，

法人からの報告の徴 興局長 本庁が実

収 及 び 検 査 の 実 施 支庁 施するも

（法144〔56①〕） 長 のに限る。

 社会福祉連携推進 ○

法人に対する改善勧

告及び勧告に従わな

か っ た 場 合 の 公 表

（法144〔56④⑤〕）

 社会福祉連携推進 ○

法人に対する改善勧

告 に 係 る 措 置 命 令

（法144〔56⑥〕）

 社会福祉連携推進 ○

法人に対する業務の
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停止命令及び役員解

職 の 勧 告 （ 法 144

〔法56⑦〕）

 社会福祉連携推進 ○

法人の社会福祉連携

推進認定の取消し及

びその公示並びに当

該社会福祉連携推進

法人の名称変更の登

記の嘱託（法145①②

③⑤〔公益社団法人

及び公益財団法人の

認定等に関する法律

（平成18年法律第49

号）29⑥⑦〕）

 認定取消法人に対 ○

する社会福祉連携推

進目的取得財産残額

及び当該社会福祉連

携推進目的取得財産

残額又はその一部に

相当する額の金銭の

贈与に係る契約成立

の通知（法146④）

別表第６子育て支援課の表中12の項を13の項とし，同表11の項の次に次の１項を加える。

12 不育症  不育症検 ○ 保健所

検査費用 査費用助成 長

助成に関 の承認又は

する事務 不承認の決

この項 定（要綱６

中鹿児島 ②イ）

県不育症  不育症検 ○ 保健所

検査費用 査費用助成 長

助成事業 金の返還の

実施要綱 決定（要綱

（令和３ ８）

年10月６

日制定）

を「要綱」

という。

別表第６高齢者生き生き推進課の表１の項第21号中「処理」の次に「及び関係市町村長への

通知」を加え，「29①」を「29①④」に改め，同項第22号中「処理」の次に「及び関係市町村

長への通知」を加え，「29②③」を「29②③④」に改め，同項第23号中「29⑩」を「29⑫」に

改め，同項第24号中「29⑪」を「29⑬」に改め，同項第25号中「29⑬」を「29⑮」に改め，同

項第26号中「29⑭」を「29⑯」に改め，同表２の項中第23号を第34号とし，同項第22号の次に

次の11号を加える。

 社会福祉連携推進 ○

認定並びにその通知

及び公示（法第127

①，129）
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 社会福祉連携推進 ○

法人の定款の変更の

認可（法139①）

 社会福祉連携推進 ○

方針の変更の認定

（法140）

 社会福祉連携推進 ○

法人からの届出の処

理（法141〔46③，

46の ６ ④ ⑤ ， 47の

５〕，144〔59〕）

 社会福祉連携推進 ○

法人の代表理事の選

定及び解職の認可

（法142）

 社会福祉連携推進 ○ ○ 地域振 課長は，

法人からの報告の徴 興局長 本庁が実

収及び検査の実施 支庁 施するも

（法144〔56①〕） 長 のに限る。

 社会福祉連携推進 ○

法人に対する改善勧

告及び勧告に従わな

かった場合の公表

（法144〔56④⑤〕）

 社会福祉連携推進 ○

法人に対する改善勧

告に係る措置命令

（法144〔56⑥〕）

 社会福祉連携推進 ○

法人に対する業務の

停止命令及び役員解

職 の 勧 告 （ 法 144

〔56⑦〕）

 社会福祉連携推進 ○

法人の社会福祉連携

推進認定の取消し及

びその公示並びに当

該社会福祉連携推進

法人の名称変更の登

記の嘱託（法145①

②③⑤〔公益社団法

人及び公益財団法人

の認定等に関する法

律（平成18年法律第

49号）29⑥⑦〕）

 認定取消法人に対 ○

する社会福祉連携推

進目的取得財産残額

及び当該社会福祉連

携推進目的取得財産
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残額又はその一部に

相当する額の金銭の

贈与に係る契約成立

の通知（法146④）

別表第６商工政策課の表５の項第１号中「11①Ⅰ」を「10①Ⅰ」に改め，同項第２号中「11

①Ⅱ②Ⅲ③④⑤⑥」を「10①Ⅱ②Ⅲ③④⑤⑥」に改め，同項第３号中「11①Ⅳ②Ⅳ③④⑤⑥」

を「10①Ⅳ②Ⅳ③④⑤⑥」に改め，同項第４号中「11①Ⅳ②Ⅳ③④⑤⑥」を「10①Ⅳ②Ⅳ③④

⑤⑥」に改め，同項第５号中「11①Ⅳ②Ⅳ③④⑤⑥」を「10①Ⅳ②Ⅳ③④⑤⑥」に改め，同項

第６号中「11①Ⅳ②Ⅳ③④⑤⑥」を「10①Ⅳ②Ⅳ③④⑤⑥」に改め，同項第７号中「11①Ⅳ②

Ⅳ③④⑤⑥」を「10①Ⅳ②Ⅳ③④⑤⑥」に改め，同項第８号中「11①Ⅳ②Ⅳ③④⑤⑥」を「10

①Ⅳ②Ⅳ③④⑤⑥」に改め，同項第９号中「11①Ⅳ②Ⅳ③④⑤⑥」を「10①Ⅳ②Ⅳ③④⑤⑥」

に改め，同項第10号中「11①Ⅳ②Ⅳ③④⑤⑥」を「10①Ⅳ②Ⅳ③④⑤⑥」に改め，同項第11号

中「11①Ⅳ②Ⅳ③④⑤⑥」を「10①Ⅳ②Ⅳ③④⑤⑥」に改め，同項第12号中「11①Ⅳ②Ⅵ③④

⑤⑥」を「10①Ⅳ②Ⅵ③④⑤⑥」に改め，同項第13号中「11①Ⅳ③⑤」を「10①Ⅳ③⑤」に改

め，同項第14号中「11①Ⅳ②Ⅴ③④⑤⑥」を「10①Ⅳ②Ⅴ③④⑤⑥」に改め，同項第15号中

「11①Ⅳ②Ⅴ③④⑤⑥」を「10①Ⅳ②Ⅴ③④⑤⑥」に改め，同項第16号中「11②Ⅰ④⑥」を

「10②Ⅰ④⑥」に改め，同項第17号中「11①Ⅴ②Ⅶ③④⑤⑥」を「10①Ⅴ②Ⅶ③④⑤⑥」に改

め，同項第18号中「11②Ⅶ③④⑤⑥」を「10②Ⅶ④⑥」に改め，同表６の項第２号から第10号

までの規定及び同項第13号から第21号までの規定中「32①」を「30①」に改め，同表中10の項

を削り，11の項を10の項とし，12の項を11の項とし，13の項を12の項とし，14の項を削り，15

の項を13の項とする。

別表第６中小企業支援課の表６の項第２号中「64②⑦」を「70②⑧」に改め，同項第３号中

「65②」を「71②」に改め，同表７の項第６号中「15①」を「16①」に改める。

別表第６産業立地課の表の次に次の２表を加える。

販路拡大・輸出促進課

決 裁 区 分

受

知 専 決 者 任

合議 者
事務の種類 事 項 所長名 備 考

先 副 部 課 課 係 所 所

長
知

事 補

事 長 長 佐 長 長 長

１ 県産品  県産品の ○

の振興， 振興，販路

販路拡大 拡大及び輸

及び輸出 出促進に関

促進に関 する各部間

する施策 の総合調整

の企画及  県産品の ○

び総合調 振興，販路

整並びに 拡大及び輸

実施に関 出促進に係

する事務 る施策の実

施に関する

関係機関，

団体等との

連絡調整

 県産品の ○

振興，販路
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拡大及び輸

出促進に必

要な資料の

収集及び調

査の実施

 県産品の ○

振興，販路

拡大及び輸

出促進に関

する事業の

実施

２ 伝統的  伝統的工 ○

工芸品産 芸品の指定

業の振興 申出書等の

に関する 経由（法２

法律（昭 ③，４①，

和49年法 ５②，７

律第57号） ①，８②，

の施行に ９①，10

関する事 ②，11①，

務 12②，13

この項 ①，14②）

中伝統的  認定振興 ○

工芸品産 計画の実施

業の振興 が終了した

に関する 後にされる

法 律 を 振興計画の

「法」， 認定等（法

伝統的工 ４①，５①

芸品産業 ③，政令５

の振興に ①）

関する法  製造協同 ○

律施行令 組合等の振

（昭和49 興計画の認

年政令第 定等に係る

177号 ） 意見の具申

を「政令」 （法４②，

という。 ７②，９

②，11②，

13②）

 製造協同 ○

組合等の振

興計画の変

更の認定等

に係る意見

の具申（法

５④，８④，

10④，12④，

14④）

３ 知事ト トップセー ○
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ップセー ルスの実施

ルスに関

する事務

産業人材確保・移住促進課（外国人材政策推進室を含む。）

決 裁 区 分

受

知 専 決 者 任

合議 者
事務の種類 事 項 所長名 備 考

先 副 部 課 課 係 所 所

長
知

事 補

事 長 長 佐 長 長 長

１ 地域産  地域産業 ○

業を担う を担う人材

人材の確 の確保に関

保に関す する各部間

る施策の の総合調整

企画及び  地域産業 ○

総合調整 を担う人材

並びに実 の確保に係

施に関す る施策の実

る事務 施に関する

関係機関，

団体等との

連絡調整

 地域産業 ○

を担う人材

の確保に必

要な資料の

収集及び調

査の実施

 地域産業 ○

を担う人材

の確保に関

する事業の

実施

２ 人材確  人材確保 ○

保に資す に資する県

る県外か 外からの移

らの移住 住の促進に

の促進に 関する各部

関する施 間の総合調

策の企画 整

及び総合  人材確保 ○

調整並び に資する県

に実施に 外からの移

関する事 住の促進に

務 係る施策の

実施に関す

る関係機関，
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団体等との

連絡調整

 人材確保 ○

に資する県

外からの移

住の促進に

必要な資料

の収集及び

調査の実施

 人材確保 ○

に資する県

外からの移

住の促進に

関する事業

の実施

３ 外国人  外国人材 ○

材の受入 の受入れ・

れ・定着 定着に関す

に関する る各部間の

施策の企 総合調整

画及び総  外国人材 ○

合調整並 の受入れ・

びに実施 定着に係る

に関する 施策の実施

事務 に関する関

係機関，団

体等との連

絡調整

 外国人材 ○

の受入れ・

定着に必要

な資料の収

集及び調査

の実施

 外国人材 ○

の受入れ・

定着に関す

る事業の実

施

別表第６雇用労政課の表１の項第１号中「及びそれに係る諮問等」を削り，「18①④」を

「18①」に改める。

別表第６外国人材受入活躍支援課の表を次のように改める。

エネルギー対策課

決 裁 区 分

受

知 専 決 者 任

合議 者
事務の種類 事 項 所長名 備 考

先 副 部 課 課 係 所 所

長
知

事 補
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事 長 長 佐 長 長 長

１ 再生可  再生可能 ○

能エネル エネルギー

ギー源及 源及び新エ

び新エネ ネルギーの

ルギーの 利用促進に

利用促進 関する各部

及び総合 間の総合調

調整に関 整

する事務  再生可能 ○

エネルギー

源及び新エ

ネルギーの

利用促進に

係る施策の

実施に関す

る関係機関，

団体等との

連絡調整

 再生可能 ○

エネルギー

源及び新エ

ネルギーの

利用促進に

必要な資料

の収集及び

調査の実施

 再生可能 ○

エネルギー

源及び新エ

ネルギーの

利用促進に

関する事業

の実施

２ エネル  エネルギ ○

ギーの使 ーの使用の

用の合理 合理化及び

化及び高 高度化に係

度化に関 る施策の実

する事務 施に関する

関係機関，

団体等との

連絡調整

 エネルギ ○

ーの使用の

合理化及び

高度化に必

要な資料の

収集及び調

査の実施
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 エネルギ ○

ーの使用の

合理化及び

高度化に関

する事業の

実施

３ 電源開 重要電源開 ○

発に係る 発地点の指定

地点の指 に係る意見の

定に係る 申述（規程４

事務 ③，５②，７

この項 ②）

中重要電

源開発地

点の指定

に関する

規程（平

成17年経

済産業省

告示第31

号 ） を

「規程」

という。

４ 風力発  風力発電 ○

電施設の 施設の建設

建設等に 等に係る関

係る景観 係市町村の

形成に関 長への意見

する事務 の聴取（ガ

この項 イドライン

中鹿児島 ４－）

県風力発  風力発電 ○

電施設の 施設の建設

建設等に 等に係る事

関する景 業者への適

観形成ガ 合通知又は

イドライ 中 止 勧 告

ン（平成 （ガイドラ

21年12月 イン４－

22日制定） ）

を「ガイ  風力発電 ○

ドライン」 施設の建設

という。 等に係る事

業者名等の

公表（ガイ

ドライン４

－）

 ガイドラ ○

インの見直

し（ガイド
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ライン５－

）

別表第６水産振興課の表注１中「４①Ⅰ」の次に「及びⅡ」を加える。

別表第６畜産課の表に次の１項を加える。

18 畜舎等  畜舎建築 ○ 地域振

の建築等 利用計画の 興局長

及び利用 認定（変更 支庁

の特例に の認定を含 長

関する法 む。）及びそ

律（令和 の旨の通知

３年法律 （法３①⑥，

第34号） ４①③）

の施行に  畜舎建築 ○

関する事 利用計画の

務 認定（変更

この 項 の認定を含

中畜舎等 む。）の公表

の建築等 （法３⑥，

及び利用 ４③）

の特例に  工事完了 ○ 地域振

関する法 の届出前に 興局長

律 を おける認定 支庁

「法」， 畜舎等の仮 長

畜舎等の 使用の認定

建築等及 及びその旨

び利用の の通知（法

特例に関 ６②，省令

する法律 76②）

施行規則  認定畜舎 ○ 地域振

（令和３ 等の譲渡及 興局長

年農林水 び譲受け， 支庁

産省・国 合併又は分 長

土交通省 割に係る認

令第６号） 可（法10①

を「省令」 ②③）

という。  認定畜舎 ○ 地域振

等に係る報 興局長

告等の徴収 支庁

及び立入検 長

査（法14①

②③）

 違反のあ ○ 地域振

る認定畜舎 興局長

等に対する 支庁

措 置 命 令 長

（法15①②

③④）

 違反のあ ○

る認定畜舎

等に対する
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代執行等及

びそれに係

る公告（法

15⑤）

 畜舎建築 ○ 地域振

利用計画の 興局長

認定の取消 支庁

し及びその 長

旨 の 通 知

（法16②③）

 畜舎建築 ○

利用計画の

認定取消し

の公表（法

16③）

 工事中の ○ 地域振

認定畜舎等 興局長

に対する措 支庁

置命令（法 長

18①）

 工事中の ○

認定畜舎等

に対する代

執行等及び

それに係る

公告（法18

②〔15⑤〕）

 法の施行 ○

に関する農

林水産大臣

の助言等の

要請（法20

①）

別表第６監理課の表１の項第19号中「７Ⅱ，12，13」を「６Ⅱ，11，13，13の２⑩，13の３

⑧」に改め，同号を同項第20号とし，同項中第18号を第19号とし，第７号から第17号までを１

号ずつ繰り下げ，同項第６号中「25の23」を「25の25」に改め，同号を同項第７号とし，同項

第５号中「19の５」を「19の６」に改め，同号を同項第６号とし，第４号の次に次の１号を加

える。

 建設業者の地位の ○

承継に係る認可（法

17の２，17の３）

別表第６河川課の表に次の１項を加える。

９ 水資源  水資源の ○

に関する 需給計画の

事務 策定

 水資源に ○

関する調査

研究の実施

並びに調査

結果の報告
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及び公表

別表第６建築課の表に次の１項を加える。

18 長期優 認定長期優 ○

良住宅の 良住宅に係る

普及の促 容積率の特例

進に関す 許可（法18①）

る 法 律

（平成20

年法律第

87号。以

下この項

中「法」

という。）

の施行に

関する事

務

別表第６建築課住宅政策室の表12の項第１号中「（変更を含む。）及び譲受人を決定した場合

における認定を受けた長期優良住宅建築等計画の変更」を削り，「並びに」を「（変更の認定

を含む。）及び」に，「７①」を「７」に，「９①」を「９①③」に改め，同項第４号中「及び」

を「又は」に改め，同項第５号中「13①②」を「13」に改め，同項第６号中「14①②」を「14」

に改める。

別表第６建築課住宅政策室の表に次の１項を加える。

14 マンシ  マンショ ○

ョンの管 ン管理適正

理の適正 化推進計画

化の推進 の作成（変

に関する 更を含む。）

法律（平 （法３の２

成12年法 ①）

律 第 149  マンショ ○

号）の施 ン管理適正

行に関す 化推進計画

る事務 の実施事項

この項 に係る公社

中マンシ の同意の取

ョンの管 得手続（法

理の適正 ３の２④）

化の推進  マンショ ○

に関する ン管理適正

法 律 を 化推進計画

「法」， の公表及び

マンショ 町村への通

ンの管理 知（法３の

の適正化 ２⑤）

の推進に  マンショ ○

関する法 ン管理適正

律施行令 化推進計画

（平成13 の作成及び

年政令第 変更並びに

238号） マンション
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を「政令」 管理適正化

という。 推進計画に

基づく措置

の実施に係

る市町村等

への協力要

請（法３の

２⑥）

 管理組合 ○

の管理者等

に対する助

言，指導及

び勧告（法

５の２）

 管理計画 ○

の認定（認

定の更新及

び変更の認

定を含む。）

及びその通

知（法５の

４，５の５，

５の６①②，

５の７）

 管理計画 ○

認定マンシ

ョンの管理

の状況に係

る報告の徴

収（法５の

８）

 認定管理 ○

者等に対す

る改善命令

（法５の９）

 管理計画 ○

の認定の取

消し及びそ

の通知（法

５の10）

 指定認定 ○

事務支援法

人の指定及

びそれに係

る公示（法

５の12①，

政令５）

 指定認定 ○

事務支援法

人への管理
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計画の認定

及び認定の

更新に関す

る事務の委

託並びにそ

れに係る公

示（法５の

12①④）

 指定認定 ○

事務支援法

人の名称等

の変更等の

届出の処理

及びそれに

係 る 公 示

（政令２，

５）

 指定認定 ○

事務支援法

人の認定支

援事務に係

る報告の徴

収（政令３）

 指定認定 ○

事務支援法

人の指定の

取消し及び

それに係る

公示（政令

４，５）

附 則

この規則は，令和４年４月１日から施行する。ただし，次の各号に掲げる規定は，当該各号

に定める日から施行する。

 別表第６水産振興課の表の改正規定 令和４年７月１日

 別表第６商工政策課の表５の項及び６の項の改正規定 令和４年９月１日

 別表第４及び別表第５の改正規定 令和４年10月１日


